
2021年7月30日
東京商工会議所 交通運輸部会

・表中の「％」は小数点第２位で四捨五入を行っており、合計が100％にならない場合がある。

・複数回答の設問は、構成比の合計が100％を超える場合がある。

・本文や図表中の選択肢表記は、語句を短縮・簡略化している場合がある。

・各設問について、回答全体をまとめて集計した「単純集計」と、従業員規模別や業種別に区分して集計した

「クロス集計」を行っている。

通勤混雑緩和に向けた実態把握調査

結果概要



Copyright (C)  The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

1

調査の背景：

１．東京商工会議所ではこれまで、東京都の推進する「時差BIZ」への協力など、通勤混雑の
緩和に向けた取組を行ってきたところ、新型コロナウイルスの感染防止の観点からその重要
性は一層高まっている。
国土交通省による「都市鉄道の混雑率調査結果」によれば、2020年度の東京圏主要区間

の平均混雑率は前年度比56％減となっているが、今後も中長期的な視点でオフピーク通勤
の定着を図ることが重要だと認識している。

２．そのため、政府における第２次交通政策基本計画（計画期間：２０２１年度から２０２５
年度まで）の検討に際し、「鉄道等利用者の需要の平準化を目的としたダイナミックプライ
シングの導入」について議論の深度化等を要望※してきたところ、同基本計画（2021年5月
28日閣議決定）において、「変動運賃制（ダイナミックプライシング）等の新たな対策に
ついて、その効果や課題について十分に検討する」との記載が盛り込まれた。

※「新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえた公共交通に係る要望～コロナ禍の影響を大きく受ける
公共交通事業者への支援ならびに、次期交通政策基本計画に関する要望～」（２０２１年２月２６日
第２２５回議員総会決議）にて要望

３．そこで、通勤混雑緩和に向けた今後の施策等に関する情報提供、周知啓発、意見要望に資
するよう、会員企業の通勤や勤務の実態、および混雑緩和に向けたダイナミックプライシン
グ等の施策に関する意識について、調査を実施した。

Ⅰ.調査概要・回答企業属性
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調査対象：東京商工会議所会員企業 12,028社

回答件数：1,465件（回答率12.2％）

調査期間：2021年5月31日～6月11日

調査方法：FAX、メールによる調査票の送付、オンライン・FAX・メールによる回答

Ⅰ.調査概要・回答企業属性

1人～29人

37.7%

30人～49人

14.6%

50人～99人

20.7%

100人～299人

18.0%

300人～

9.0%
製造業

27.5%

建設業

12.3%

卸売・小売業

22.1%

サービス業

38.1%

（n=1,463）
（n=1,463）

サービス業の内訳
※数値は「サービス業」
を100とした場合の割合

情報通信業 28.5％
運輸業 15.3％
不動産業 9.7％
飲食・宿泊業 4.7％
その他 41.8％

従業員規模別
（n=1,463）

業種別
（n=1,463）
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Ⅰ．各企業の通勤・勤務実態について

①通勤手段、勤務形態、通勤手当の状況

②在宅勤務、時差出勤の状況

3
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40.2%

49.8%

58.0%

60.3%

62.7%

51.0%

14.4%

13.2%

16.4%

15.5%

10.3%

14.4%

11.5%

11.7%

6.8%

9.9%

14.3%

10.6%

13.0%

8.3%

7.2%

7.1%

6.3%

9.4%

12.1%

13.7%

9.6%

7.1%

6.3%

10.4%

8.8%

3.4%

2.0%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～29人

30～49人

50人～99人

100人～299人

300人～

全体

81%～100%

61%～80%

41%～60%

21%～40%

1%～20%

0%

4主な通勤手段として「鉄道」を利用する従業員の割合

人数規模が大きい企業ほど、「鉄道」を主な通勤手段として利用する従業員の割合が高くなる。

「鉄道」を主な通勤手段とする従業員が８１％～１００％を占める企業

（n=1399）

（n=126）

（n=252）

（n=293）

（n=205）

（n=522）
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68.9%

66.7%

62.5%

55.4%

47.3%

62.9%

7.6%

5.2%

7.0%

6.2%

9.2%

7.0%

3.5%

3.8%

6.7%

4.6%

7.6%

4.8%

2.6%

3.3%

3.7%

6.2%

3.8%

3.7%

3.7%

6.7%

7.4%

11.5%

15.3%

7.3%

13.8%

14.3%

12.7%

16.2%

16.8%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1人～29人

30人～49人

50人～99人

100人～299人

300人～

全体

81%～100%

61%～80%

41%～60%

21%～40%

1%～20%

0%

5

人数規模が小さい企業ほど、「固定時間制」で勤務する従業員の割合が高くなる。

「固定時間制」で勤務する従業員の割合

「固定時間制」で勤務する従業員が８１％～１００％を占める企業

（n=1445）

（n=131）

（n=260）

（n=299）

（n=210）

（n=543）
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6通勤手当の支給方法

「定期券の代金付与」が最も多く、次いで「都度の実費精算（上限無しで支給)」、「都度の
実費精算（上限有りで支給）」となっている。

（n=1,458）

定期券の現物付与, 3.6%

定期券の代金付与, 

75.2%

都度の実費精算（上限無しで

支給）, 8.7%

都度の実費精算（上限有りで

支給）, 5.5%

通勤手当なし（交通費は自己負担）, 0.9%

その他, 

5.2%

無回答, 0.9%
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Ⅰ．各企業の通勤・勤務実態について

①通勤手段、勤務形態、通勤手当の状況

②在宅勤務、時差出勤の状況

7
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35.3%

48.6%

57.6%

59.3%

72.0%

49.5%

5.3%

5.2%

3.3%

5.3%

2.3%

4.6%

10.4%

9.9%

9.3%

15.6%

10.6%

11.0%

49.0%

36.3%

29.8%

19.8%

15.2%

34.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1人～

29人

30人～

49人

50人～

99人

100人～

299人

300人～

全体 制度がある

制度はないが、

導入をすでに予

定している

制度はないが、

導入を検討して

いる

制度はなく、導

入の検討もして

いない

8在宅勤務制度の整備状況・整備意向

＜従業員規模別＞ ＜業種別＞

従業員規模が大きいほど「制度がある」の割合が高く、小さいほど「制度の導入を検討しな
い」の割合が高い。

51.6%

40.0%

48.3%

51.8%

49.5%

4.7%

6.7%

3.7%

4.3%

4.6%

8.2%

8.9%

13.1%

12.6%

11.0%

35.4%

44.4%

34.9%

31.2%

34.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

建設業

卸売・小売業

サービス業

全体
制度がある

制度はない

が、導入をす

でに予定して

いる

制度はない

が、導入を検

討している

制度はなく、

導入の検討も

していない

（n=1458）

（n=132）

（n=263）

（n=302）

（n=212）

（n=547）

（n=1458）

（n=554）

（n=321）

（n=180）

（n=401）
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32.9%

8.2%

36.7%

38.1%

14.8%

21.4%

10.9%

17.0%

2.8%

11.5%

1.8%

3.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ終息後の

実施率見込み

現在の実施率

0% 1%～20% 21%～40% 41%～60% 61%～80% 81%～100%

9制度のある企業における1日あたりの在宅勤務実施率

コロナ終息後においては、「実施率０％」が約８％から約３３％へ増加するなど、在宅勤務
実施率は全体的に低下する見込みである。

※在宅勤務実施率・・・「在宅勤務を行う従業員数/全従業員数」

実施率０％の企業 実施率１％～１００％の企業

（n=719）

（n=705）
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その他, 39.9%

関連機器が未整備, 

15.4%

法律等のため在宅不可, 

3.1%

顧客の理解, 13.0%

業務の生産性低下, 

28.6%

10在宅勤務制度を導入しない・できない理由

「その他」が最も多く、そのうち約８１％が「在宅勤務ができる業務ではない」である。

＜その他 内訳＞

（n=721）

（n=288）

在宅勤務がで

きる業務では

ない, 80.6%

期間限定・緊

急対応で認め

ている, 2.1%

従業員数が少

ないため, 1.4%

その他, 11.8%

無回答, 4.2%
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51.0%

38.8%

50.3%

48.6%

48.4%

6.0%

10.7%

9.7%

7.9%

8.2%

9.7%

9.6%

10.6%

10.5%

10.2%

33.3%

41.0%

29.4%

33.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

建設業

卸売・小売業

サービス業

全体
制度がある

制度はない

が、導入をす

でに予定して

いる

制度はない

が、導入を検

討している

制度はなく、

導入の検討も

していない

36.6%

45.1%

51.2%

64.4%

64.4%

48.4%

9.7%

8.5%

7.7%

7.6%

3.0%

8.2%

11.9%

10.8%

7.7%

8.7%

10.6%

10.2%

41.8%

35.7%

33.4%

19.3%

22.0%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1人～

29人

30人～

49人

50人～

99人

100人～

299人

300人～

全体

制度がある

制度はない

が、導入をす

でに予定して

いる

制度はない

が、導入を検

討している

制度はなく、

導入の検討も

していない

11

＜従業員規模別＞ ＜業種別＞

時差出勤制度の整備状況・整備意向

従業員規模が大きいほど「制度がある」の割合が高い。

（n=1456）

（n=132）

（n=264）

（n=299）

（n=213）

（n=546）

（n=1456）

（n=554）

（n=320）

（n=178）

（n=402）



Copyright (C)  The Tokyo Chamber of Commerce and Industry All right reserved.

12
制度のある企業における1日あたりのオフピーク通勤実施率

（午前7時～9時ごろを避けた出勤率）

コロナ終息後においては、「実施率０％」が約１１％から約３５％へ増加するなど、オフピー
ク通勤実施率は全体的に低下する見込みである。

※オフピーク通勤実施率・・・「ピーク時間帯を避けて出勤する従業員数/出勤する従業員数」

34.5%

10.9%

36.4%

45.6%

10.8%

15.5%

8.7%

11.9%

5.6%

7.4%

3.9%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コロナ終息後の

実施率見込み

現在の実施率

0% 1%～20% 21%～40% 41%～60% 61%～80% 81%～100%

実施率０％の企業 実施率１％～１００％の企業

（n=699）

（n=692）
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業務の生産性低

下, 42.7%

その他, 33.7%

顧客の理解, 21.9%

法律・条令等のた

め時差出勤が不可

である, 1.6%

13時差出勤制度を導入しない・できない理由

「業務の生産性低下」が最も多く、次いで「その他」が多くなっている。

＜その他 内訳＞

（n=730）

（n=246）

時差出勤が

できる業務

ではない, 

28.9%

フレックスで

対応, 6.9%

制度外で柔

軟に対応し

ている, 

6.9%

期間限定・

緊急対応で

認めている, 

6.5%

ピーク時間

帯に通勤し

ない, 5.3%
在宅主体・優先のため, 

3.7%

公共交通機関での通

勤が無いため, 3.3%

従業員希望に

よる, 3.3%

効果が無い

ため・逆効

果のため, 

3.3%

その他, 

22.8%

無回答, 

9.3%
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Ⅱ.オフピーク通勤推進のための各種施策について

①オフピーク定期券※について

②その他の施策について

14

「※オフピーク定期券」

・コロナ禍における感染症対策、多様化するワークスタイルへの適応の観点から、関東の公共交通機関等で検討されて

いる新しい通勤者向けサービス。ピーク時間帯には利用できないかわりに通常の定期券よりも価格を抑えた定期券の導

入により、オフピーク時間帯での通勤を慫慂し、通勤混雑の緩和等を図るもの。
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4.0%

2.8%

2.2%

3.4%

3.2%

8.3%

10.6%

9.4%

9.3%

9.2%

2.8%

3.3%

4.7%

4.2%

3.8%

22.9%

20.6%

27.3%

19.2%

22.2%

62.1%

62.8%

56.4%

63.9%

61.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

建設業

卸売・小売業

サービス業

全体 5%以上割

安なら導

入する

10%以上

割安なら

導入する

15%以上

割安なら

導入する

20%以上

割安なら

導入する

割引率に

よらず導

入しない

2.8%

2.4%

4.0%

3.4%

4.6%

3.2%

9.0%

9.0%

7.7%

10.7%

10.8%

9.2%

4.6%

3.3%

2.3%

3.4%

5.4%

3.8%

25.6%

21.7%

19.7%

21.0%

16.9%

22.2%

58.1%

63.7%

66.3%

61.5%

62.3%

61.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1人～

29人

30人～

49人

50人～

99人

100人～

299人

300人～

全体 5%以上割

安なら導

入する

10%以上

割安なら

導入する

15%以上

割安なら

導入する

20%以上

割安なら

導入する

割引率に

よらず導

入しない

15オフピーク定期券が通常の定期券よりもどれくらい割安ならば導入するか

＜従業員規模別＞ ＜業種別＞

「割引率によって導入を検討する」と回答した企業が全体の約３８％となっている。

従業員規模別では「１人～29人」の企業において「割引率によって導入を検討する 」の割合が最も高い

（n=1449）

（n=130）

（n=262）

（n=300）

（n=212）

（n=544）

（n=1449）

（n=551）

（n=319）

（n=180）

（n=398）

合計38.4％
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62.5%

66.7%

67.6%

69.1%

70.1%

66.1%

9.6%

9.6%

8.5%

10.2%

5.5%

9.1%

11.8%

9.6%

9.2%

10.6%

12.6%

10.8%

1.8%

1.1%

0.8%

2.4%

1.2%

4.1%

3.5%

4.2%

4.5%

3.1%

4.0%

10.2%

10.6%

9.5%

4.9%

6.3%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1～29人

30～49人

50人～99人

100人～299人

300人～

全体

若干～2%未満

2%～4%未満

4%～6%未満

6%～8%未満

8%～10%未満

10%以上でも可

オフピーク定期券が導入される際、通常の定期券の値上げ幅として

許容できる範囲は

「若干～２％未満」と回答した企業の割合が最も高くなっている。

（n=1366）

（n=127）

（n=246）

（n=284）

（n=198）

（n=510）
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17
割引率によりオフピーク定期券の導入を検討すると回答した企業における

導入理由および導入方法

導入理由では、「導入により通勤手当の額が大幅に削減できると考えたため」が最も高い。
導入方法では、「オフピーク通勤に対応できる勤務形態の従業員にのみ導入」が最も高い。

（n=554）

オフピーク通勤

に対応できる勤

務形態の従業員

にのみ導入, 

62.5%

通常定期券・オフ

ピーク定期券の選

択は従業員の任意, 

24.5%

一律にオフピー

ク定期券を導入, 

9.2%

その他, 3.8%

12.7%

34.9%

36.0%

48.4%

0% 20% 40% 60%

導入に必要な規定やシステム等の変更

が比較的容易であるため

導入しても業務の生産性に大きく影響

しないと考えたため

導入しても労務管理上の支障が特段な

いと考えたため

導入により通勤手当の額が大幅に削減

できると考えたため

＜オフピーク定期券の導入方法＞

（n=550、複数回答）

＜オフピーク定期券の導入理由＞
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37.4%

20.9%

20.6%

31.6%

39.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

その他

勤務システム等の改修が困難

就業規則等の規定の変更が困難

事務業務の変更が困難

労務管理の複雑化への対応が困難

18

「労務管理の複雑化への対応が困難」が最も高くなっている。

＜その他 内訳＞

（n=844、複数回答）

（n=316）

割引率によらずオフピーク定期券の導入を検討しないと回答した企業に

おける、導入を検討しない理由

業務上オフ

ピーク通勤が

困難, 37.3%

対象従業員が

いない・少な

い, 11.7%
実費精算

のため, 

4.1%

オフピーク通勤による生産性の

低下, 3.5%

在宅主体・中心のため, 2.5%

現時点で判断不可・制度開始後に検討, 2.5%

ピーク時間帯に使用できないことへの懸念, 2.2%

従業員の公平性

を担保できな

い, 1.6%

出勤時間は従

業員の意思に

よる, 1.6%

勤務の柔軟性

を重視したい, 

1.6%

その他, 28.2%

無回答, 

3.2%
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Ⅱ.オフピーク通勤推進のための各種施策について

①オフピーク定期券について

②その他の施策について

19
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23.3%

4.2%

4.7%

7.4%

15.5%

15.5%

25.1%

32.6%

20
オフピーク定期券以外に、会社として経費を負担して従業員に利用させる

ことを検討するサービスは

「自転車・シェアサイクルによる通勤」が約３３％で最も高くなっている。

バス車内で仕事をしながら目的地まで過ごすことのできる
「シェアオフィスバス」

自転車・シェアサイクルによる通勤

その他

通勤定期券所有者のみが購入可能なチケットにより、コーヒーやそば等
の飲食物が制限なく利用できるサブスクリプション（定額制）サービス

観光地やリゾートでのテレワークにより仕事をしながら休暇を取る
「ワーケーション」

鉄道の有料着席サービス（普通列車グリーン車や
ライナー列車等）による通勤

新幹線や有料特急による通勤

（n=769、複数回答）

【その他】

・自家用車通勤（有料道路代の負担）等の回答が見られた。

不明・該当なし




